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◆はじめに 

大規模災害発生後、被災地及び被災者が復旧・復興する過程で、災害ボランティアが

果たす役割は、とても大きなものとなっています。 

平成３０年７月豪雨では、関市と下呂市に災害ボランティアセンターが開設され、関市

では延べ約 6,500 人、下呂市では延べ約 700 人もの災害ボランティアや、ＮＰＯ・災害ボ

ランティア団体等による支援活動が復興に向けた大きな力となりました。 

本マニュアルは、県が設置した「平成３０年７月豪雨災害検証委員会」の検証結果を踏

まえた対応策の１つとして策定するものであり、災害ボランティアが最大限の力を発揮で

きるよう総合的な調整を行う岐阜県災害ボランティア連絡調整会議（以下「連絡調整会議」

という。）を設置し、行政、社会福祉協議会、ＮＰＯ・災害ボランティア団体等が連携・協働

して運営していくために必要な事項を記したものである。 

なお、本マニュアルには、連絡調整会議の役割や設置基準などの初動体制を記載し

てありますが、災害時のボランティア活動を円滑に実施していくため、今後も、より多くの

協力団体との連携・協力を得ながら内容の充実を図るとともに、マニュアルの有効性を

検証する訓練等を重ねて、内容を改訂・更新していくものとする。 

 

 

１ 連絡調整会議とは                       

（１）目 的 

  連絡調整会議は、大規模災害発生時に速やかに災害ボランティア受入に係る総合調

整や、県内外への様々な情報発信などの支援を行うことを目的に県が設置するものとす

る。 

 

 

（２）構成団体及び期待される役割 

  構成団体は次のとおりとする。 

 

＜構成団体＞   

〇社会福祉法人岐阜県社会福祉協議会（以下「県社協」という。） 

〇特定非営利活動法人ぎふＮＰＯセンター（以下「ぎふＮＰＯセンター」という。） 

〇清流の国ぎふ防災・減災センター（以下「ぎふ防災・減災センター」という。） 

〇日本赤十字社岐阜県支部 

〇公益財団法人岐阜県国際交流センター 

〇全岐阜県生活協同組合連合会 

〇日本防災士会岐阜県支部 

〇公益社団法人日本青年会議所（JC）東海地区岐阜ブロック協議会 

〇社会福祉法人岐阜県共同募金会 

〇日本労働組合総連合会（連合）岐阜県連合会 

※災害対応に関わる関係機関を集め、被災者支援に関す

る情報を共有する情報共有会議が開催される機会が増加

しつつある。 

※被災地の状況や各自の支援活動、自治体からの情報

提供、シーズやニーズのマッチングを行う場として開催。 

 例：火の国会議（熊本県）  
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〇被災市町村 

〇被災市町村社会福祉協議会（以下「市町村社協」という。） 

〇岐阜県（健康福祉部地域福祉課、危機管理部防災課、環境生活部県民生活課） 

 

〇内閣府防災担当  （※災害規模や被害状況等に応じて参加） 

 

  ＜構成団体に期待される役割及び連絡先＞ 

別紙「岐阜県災害ボランティア連絡調整会議 構成団体一覧」のとおり。 

各構成団体は、連絡調整会議に常時参画するとともに、検討された被災地及び被災

者への適切な支援を行うために、必要な役割を自発的に負うこととする。   

 

＜協力団体の連絡先＞ 

別紙「岐阜県災害ボランティア連絡調整会議 協力団体一覧」のとおり。 

協力団体とは、平時から防災や災害ボランティアに関する活動等を行うとともに、災

害時にはその他のボランティア関係団体や行政と連携しながら、自ら役割を見つけて行

動する団体とする。 

 

 

（３）連絡調整会議の設置基準 

岐阜県災害対策本部が設置され、次のいずれかの事案が発生した場合、県は連絡

調整会議を設置し、全体会議を開催する。  

その後、全体会議は被害状況等を踏まえ、必要に応じて、適時、開催するものとする。 

〇県内の災害発生時に市町村社協が中心となって設置する災害ボランティアセンタ 

ー（以下「災害ボランティアセンター」という。）が設置されることとなった場合、また 

は県社協が岐阜県社協災害救援本部を設置した場合 

〇知事が特に必要と認めた場合 

 

連絡調整会議の設置及び全体会議の開催については、報道機関へ情報発信すると 

ともに、全体会議は、原則公開にて開催するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「岐阜県災害対策本部の主な設置事例」 

〇大雨・洪水・暴風警報の全てが発表されたとき 

〇土砂災害警戒情報が発表されたとき① 

〇氾濫危険水位に達した河川があるとき② 

〇上記①②またはこれに準ずる気象現象に基づき 

  避難勧告が発令されたとき 

〇気象台が県内における震度５強以上の地震の 

発生を発表したとき             など 
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２ 災害時における活動内容                    

（１）主な活動内容 

  連絡調整会議の構成団体は、災害ボランティアセンターの運営支援をはじめ、各種災

害ボランティア活動を行うものとする。 

連絡調整会議は、「災害時におけるボランティア活動スキーム（受援イメージ）」で示し

たとおり、国（内閣府等）及び全国域の中間支援組織等（※）の協力を必要に応じて得な

がら、県内の災害ボランティア活動を支援する。また、活動期間中は、被災地の被害情

報や各災害ボランティアセンター、ＮＰＯ、ＮＧＯ、ボランティア団体等の活動状況につい

て、県・市町村災害対策本部、構成団体などと情報共有を行うとともに、主に次のような

協議に応じます。なお、活動内容は定期的に報道機関等へ情報発信するものとする。 

〇必要な人的資源・資機材等の調整 

〇対応すべき課題・不安点の相談 

〇専門家の派遣及び助言           など 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町村は、県との円滑な連携を図るため、災害ボランティアセンターの設置を公表す 

る前に、県に対しその旨を連絡するものとします。また、市町村社協は、同様に、県社 

協にその旨を連絡するものとする。 

 

 

＜災害時におけるボランティア活動スキーム（受援イメージ）＞ 

４頁参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「中間支援組織」とは 

「市民、NPO、企業、行政等の間にたって様々な活動を支援する組織であり、市民

等の主体で設立された、NPO 等へのコンサルテーションや情報提供などの支援や

資源の仲介、政策提言等を行う組織」と定義されている。 

（出典：平成 23 年内閣府「新しい公共支援事業の実施に関するガイドライン」） 
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（２）全体会議 

   災害ボランティア活動を実施するための方向性を決定するとともに、災害ボランティア 

活動を実施する各災害ボランティアセンター、ＮＰＯ、ＮＧＯ、ボランティア団体等との情

報共有を行う場として開催する。 

全体会議は、構成団体・協力団体・その他のボランティア団体などで構成する。 

会議の進行は、県及び県社協、ぎふＮＰＯセンター、ぎふ防災・減災センターが連携し 

て行うものとする。 

 

全体会議については、被害状況等に応じて、必要な団体の参加を打診するとともに、 

被災地で災害ボランティア活動を実施している団体又は実施予定の団体についても、 

参加できるオープンな場とする。 

 

 

（３）全体会議での協議事項 

全体会議は、主に次のことについて議論するものとする。 

〇県及び市町村災害対策本部がとりまとめた被害情報等の情報共有 

〇構成団体及び協力団体等の支援活動の状況及び活動予定の集約・共有 

〇構成団体間及び協力団体、専門的な災害ボランティアとの連携方法 

〇災害ボランティアセンター間の人的資源・資機材等の配分調整 

〇災害ボランティアに必要な物資の調達 

〇参加を打診する団体等 

〇行政サービスで対応すべき課題の整理、共有 

〇災害ボランティアに関して、対応すべき課題の整理、共有 

〇具体的な活動内容及び活動期間  

 ［具体的な活動事例］ 

  ・ボランティア団体と市町村（ニーズ）とのマッチング など 

 

 

（４）全体会議の開催場所 

   県が主に下記の場所で開催する。 

   ＜主な開催場所＞ ※優先順 

    ①岐阜県福祉・農業会館（２階大会議室） 

     住所：岐阜市下奈良２－２－１       電話番号：０５８－２７３－１１１１ 

    ②岐阜県県民ふれあい会館（２棟 ３階講堂、５階大研修室） 

     住所：岐阜市薮田南５丁目１４番５３号  電話番号：０５８－２７７－１１１１（代表） 

    ③岐阜県産業会館（１階大展示場、中展示場、２階小展示場、５階第一会議室） 

     住所：岐阜市六条南２丁目１１番１号   電話番号：０５８－２７２－３９２１ 

なお、災害規模や被害状況等に応じて、被災市町村または近隣地での開催を検討す 

ることとする。 
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（５）コア会議 

連絡調整会議の設置及び全体会議の運営を円滑に行うとともに必要な意思決定を

行うため、コア会議を置く。 

コア会議の構成団体については、次のとおりとする。 

〇県社協 

〇ぎふＮＰＯセンター 

〇ぎふ防災・減災センター 

〇岐阜県（健康福祉部地域福祉課） 

 

コア会議には、必要に応じて、構成団体員以外の者を出席させ、意見または説明を

求めることができる。 

 

 

（６）専門部会 

全体会議での協議事項に応じ、専門部会を置くことができる。 

専門部会の構成団体については、コア会議で協議の上、決定する。 

専門部会の検討事項及び活動状況については、コア会議において報告する。 

専門部会には、必要に応じて、構成団体員以外の者を出席させ、意見または説明を

求めることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

＜各会議のスキーム（イメージ）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊全体会議の課題等を 

各専門部会で具体的に検討 

＊検討事項・活動状況を 

コア会議にて報告・調整 

＊全体会議にて報告・情報共有 

全体会議 

専門部会

１ 

専門部会

２ 

専門部会

３ 

専門部会

４ 

コア会議 

※専門部会の例 （具体的な取り組みを検討） 

〇重機ボランティア専門部会、技術系ボランティア専門部会 

〇避難所・在宅避難者支援専門部会 

〇要配慮者（高齢者・障がい者・子ども・外国人 他）支援専門部会 
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（７）事務局 

事務局は県健康福祉部地域福祉課に設置する。 

 

 

（８）連絡調整会議の閉鎖基準 

県は、被災地の状況等を踏まえながら、コア会議の構成団体と協議し、下記の基準 

に基づき、閉鎖時期を検討する。 

〇県内の災害ボランティアセンターがすべて閉鎖する場合、または平時の体制へ 

移行した場合 

〇復旧活動において、連絡調整会議の役割が概ね終了したとコア会議で判断した 

場合 

 

連絡調整会議の閉鎖については、報道機関へ情報発信するものとする。 

 

 

（９）その他 

   このマニュアルに定めるもののほか、連絡調整会議の運営上必要な事項は、コア会 

議で別途協議して決定するものとする。 
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３ 災害発生から連絡調整会議の設置・運営の流れ                      

災害発生から全体会議の開催については、災害規模や被害状況等の状況により、

様々なケースが想定されるが、基本的な流れについて記載する。 

下記の流れは基本的な流れであり、災害ボランティアセンターの設置にかかる被災

市町村及び被災市町村社会福祉協議会の判断を妨げるものではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コア会議の開催 

（県、県社協、ぎふ NPO センター、 

ぎふ防災・減災センター） 

全体会議の開催 

（連絡調整会議構成団体 他） 

※必要に応じてコア会議を開催 

県災害対策本部の設置 

（県） 

災害ボランティア連絡調整会議の設置 

災害発生 

災害ボランティアセンターの支援 

【発災直後】 

【発災直後～ 

発災７２時間経過後】 

【発災直後～ 

発災７２時間経過後】 

【発災７２時間経過後 

～発災５日後】 

【 発 災 ７ ２ 時 間

経過後～ 

発災７日後】 

○実施時期の目安 

（大規模地震の場合を想定） 

市町村災害対策本部の設置 

（被災市町村） 

災害ボランティアセンター 

の設置検討 

（被災市町村・社協等） 

災害ボランティアセンター 

の設置準備 

（被災市町村・社協等） 

災害ボランティアセンター

の設置・運営 

（被災市町村・社協等） 

参 考 

（被災市町村・社協の流れ） 

＊被害情報、ボランティアセンター設置状況等の情報収集 

＊災害規模等を踏まえ、連絡調整会議の設置検討 

＊被害情報等の情報収集 

＊県、関係団体との連絡調整 

＊全体会議の開催検討・決定 

＊必要な団体の参加を打診 

＊設置準備に着手したことを県に報告 

＊関係団体との会議開催 

＊報道機関へ情報発信 

＊設置場所の決定・県への報告 

＊必要な資機材等の準備 

＊構成団体等の役割等を協議 

＊活動内容及び活動期間の設定 

＊各種支援活動の開始 
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４ 平時における活動内容                     

連絡調整会議の速やかかつ円滑な開催に向け、平時から「岐阜県災害ボランティア

連絡会」などの活動を通じた、構成団体間の連携強化及び情報交換を図るとともに、顔

の見える関係を構築する。 

また、災害時のボランティア活動に関する課題の検討を行うとともに、災害発生時に

おける災害ボランティア活動の環境整備を図るものとする。 

県は、大規模災害発生時における迅速かつ継続的な支援に備えるため、災害ボラン

ティア支援を担う職員を養成するものとする。 

 

 ＜主な平時の取り組み事例＞ 

   〇連絡調整会議の設置訓練の実施 

   〇災害ボランティアに関する研修会などの開催 

   〇市町村、市町村社協、ＮＰＯなどとの意見交換会の実施 

 

 

 

 

 

 

 

「岐阜県災害ボランティア連絡会」構成団体一覧 

１  日本赤十字社岐阜県支部 

２  公益財団法人 岐阜県国際交流センター 

３  社会福祉法人 岐阜県社会福祉協議会 

４   社会福祉法人 岐阜市社会福祉協議会 

５  全岐阜県生活協同組合連合会 

６  特定非営利活動法人 岐阜県青年のつどい協議会 

７  日本防災士会岐阜県支部 

８  特定非営利活動法人 Ｖネット 

９  公益社団法人 日本青年会議所東海地区岐阜ブロック協議会 

１０ 全建総連岐阜建設労働組合県本部 

１１ 特定非営利活動法人 ぎふＮＰＯセンター 

１２ 清流の国ぎふ 防災・減災センター 

１３ 岐阜県（地域福祉課・防災課 その他関係課） 

■更新履歴 

  平成３１年３月  日  「災害ボランティア連絡調整会議設置マニュアル」を策定。 

※「岐阜県災害ボランティア連絡会」とは 

県災害対策本部が設置される大規模災害、その他災害ボランティアによる救援活動が 

必要な災害が発生した際に、災害ボランティアによる災害救援が円滑に運営されるよう、 

平常時において構成団体相互間の連携･協力関係の構築・推進等に努め、もって災害時 

における迅速かつ的確な対策の実施に資することを目的として、平成１９年から開催 
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■岐阜県災害ボランティア連絡調整会議 構成団体一覧 

団体名 住 所 電話・FAX 番号  期待する役割 

社会福祉法人 

岐阜県社会福祉協議会 

【コア会議構成団体】 

〒500-8385 

岐阜市下奈良 2-2-1 

岐阜県福祉・農業会館内 

TEL 058-274-2940 

FAX 058-274-2945 

○災害救援本部の設置 

特定非営利活動法人 

ぎふＮＰＯセンター 

【コア会議構成団体】 

〒500-8384 

岐阜市薮田南 5-14-12 

ｼﾝｸﾀﾝｸ庁舎 3 階 

TEL 058-275-9739 

FAX 058-275-9738 

〇ＮＰＯ、ＮＧＯ等への連

絡調整、状況共有、協力依頼 

清流の国ぎふ防災・減災

センター 

【コア会議構成団体】 

〒501-1193 

岐阜市柳戸 1-1 

TEL 058-293-3890 

FAX 058-293-3891 

〇防災に関する専門的な助

言 

日本赤十字社岐阜県支部 
〒500-8601 

岐阜市茜部中島 2-9 

TEL 058-272-3561 

FAX 058-274-6938 

○赤十字奉仕団設置（全市

町村） 

炊き出し、募金、救助物資の

整理等 

公益財団法人 

岐阜県国際交流センター 

〒500-8875 

岐阜市柳ケ瀬通 1-12 

岐阜中日ﾋﾞﾙ 2 階 

TEL 058-214-7700 

FAX 058-263-8067 

○市町村や市町村国際交流

協会が行う被災外国人対応

を言語面で支援する「岐阜

県災害時多言語支援ｾﾝﾀｰ」

の設置 

○災害時語学ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの派

遣調整 

全岐阜県生活協同組合連

合会 

〒509-0197 

各務原市鵜沼各務原町 1-4-

1 

TEL 058-370-6867 

FAX 058-370-6860 

○炊出し、ｻﾛﾝ活動 

○学生向け災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの

募集 

日本防災士会岐阜県支部 
〒509-1105 

加茂郡白川町河岐 1645-1 

TEL 0574-72-2317 

FAX 0574-72-2503 

○災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰの運営

支援 

公益社団法人 

日本青年会議所（JC） 

東海地区岐阜ブロック協

議会 

― 
TEL 0572-54-3741 

FAX 0572-55-3178 

○資機材提供、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ依頼 

社会福祉法人 

岐阜県共同募金会 

〒500-8385 

岐阜市下奈良 2-2-1 

岐阜県福祉・農業会館内 

TEL 058-273-1111 

FAX － 

〇義援金の受付 

〇経費負担（災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝ

ﾀｰ） 

日本労働組合総連合会

（連合） 

岐阜県連合会 

〒500-8163 

岐阜市鶴舞町 2 丁目 6-7 

TEL 058-240-6605 

FAX 058-240-6571 

〇災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰの運営

支援 

被災市町村（福祉・防災・

県民生活担当課） 
― 

TEL － 

FAX － 

〇災害対策本部の設置 

〇被害情報等の情報共有 

〇行政ｻｰﾋﾞｽとの仕分け 

被災市町村社会福祉協議

会 
― 

TEL － 

FAX － 

〇災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰの設置 
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■岐阜県 

団体名 住 所 電話・FAX 番号 期待する役割 

岐阜県健康福祉部 

地域福祉課 

【コア会議構成団体】 

〒500-8570 

岐阜市薮田南 2-1-1 

TEL 058-272-8261 

FAX 058-278-2651 

○事務局（連絡調整会議へ

の召集等） 

岐阜県危機管理部 

防災課 

TEL 058-272-1125 

FAX 058-278-2522 

○災害対策全般 

○被害情報等の情報共有 

岐阜県環境生活部 

県民生活課 

TEL 058-272-8203 

FAX 058-278-2889 
○ＮＰＯ関係 

 

 

■国 

団体名 住 所 電話・FAX 番号 期待する役割 

内閣府防災担当 

〒100-8914 

東京都千代田区永田町 1-6-

1 

TEL 03-5253-2111 

FAX   － 

 

○広域調整、情報提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜事務局連絡先＞ 

岐阜県健康福祉部 地域福祉課 

            TEL 058-272-8261 FAX 058-278-2651 

e メール c11219@pref.gifu.lg.jp 

※夜間・休日の緊急連絡は防災課へ 
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■岐阜県災害ボランティア連絡調整会議 協力団体一覧 

団体名 住 所 電話・FAX 番号 

特定非営利活動法人 

全国災害ボランティア支援団体

ネットワーク 

（JVOAD） 

〒100-0004 

東京都千代田区大手町 2-2-1 

新大手町ﾋﾞﾙ 267-B 

TEL 080-5961-9213 

FAX   － 

災害ボランティア活動支援プロ

ジェクト会議（支援 P） 

〒100-0013 

東京都千代田区霞が関 3-3-2 

新霞が関ﾋﾞﾙ 5 階（中央共同募金会） 

TEL 03-3581-3846 

FAX 03-3581-5755 

特定非営利活動法人 

岐阜県青年のつどい協議会 

〒500-8384 

岐阜市薮田南 5-14-12 

岐阜県ｼﾝｸﾀﾝｸ庁舎内 

TEL 058-273-4946 

FAX 058-273-4946 

認定特定非営利活動法人 

レスキューストックヤード 

〒461-0001 

名古屋市東区泉 1-13-34 

名建協 2 階 

TEL 052-253-7550 

FAX 052-253-7552 

特定非営利活動法人 

Ｖネット 

― 
TEL 090-8862-7999 

FAX 058-203-0737 

全建総連岐阜建設労働組合県本

部 

〒500-8384 

岐阜市薮田南 3-9-5 
TEL 058-274-3131 

FAX 058-274-3133 

岐阜県土木建築解体事業協同組

合 

〒500-8357 

岐阜市六条大溝 4丁目 12-19 

第 3岐阜県環境会館 1 階 

TEL 058-274-3315 

FAX 058-274-3385 

特定非営利活動法人 

日本ファシリテーション協会 

〒150-0051 

東京都渋谷区千駄ヶ谷 3丁目 12 番 8 号 TEL 03-5771-7573 

FAX 03-5771-7072 

特定非営利活動法人 

岐阜県レクリエーション協会 

〒502-0817 

岐阜市長良福光 2675-28 
TEL 058-295-7257 

FAX 058-216-0622 

公益社団法人 

隊友会岐阜県隊友会 

〒500-8364 

岐阜市本荘中ノ町 3-25-301（事務局） 
TEL 058-275-5739 

FAX   － 

一般財団法人 

岐阜県地域女性団体協議会 

〒500－8384 

岐阜市薮田南 5-14-53 
TEL 058-275-4386 

FAX 058-275-4387 

一般財団法人 

岐阜県老人クラブ連合会 

〒500-8385 

岐阜市下奈良 2-2-1 

岐阜県福祉・農業会館内 

TEL  058-273-1111 

   内線 2531・2532 

FAX 058-276-2877 

ライオンズクラブ国際協会 334-

B 地区 

〒501-6088 

羽島郡笠松町美笠通2-5 ｺﾐﾔﾏﾘｯｸﾋﾞﾙ 3階 

ｷｬﾋﾞﾈｯﾄ事務局 

TEL 058-201-1230 

FAX 058-201-0345 

岐阜県商工会議所連合会 

〒500-8727 

岐阜県岐阜市神田町 2-2 

岐阜商工会議所内 

TEL 058-264-2131 

FAX 058-264-0336 

岐阜県商工会連合会 

〒500-8384 

岐阜市藪田南 5-14-53 

岐阜県県民ふれあい会館 1棟 9 階 

TEL 058-277-1068 

FAX 058-274-7655 
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■県内市町村（災害ボランティア担当課）一覧 

市町村名 住 所 電話・FAX 番号 

岐阜市 市民活動交流センター 

〒500-8076 

岐阜市司町 40 番地 5 

 

TEL 058-264-0011 

FAX 058-227-7596 

羽島市 高齢福祉課 

〒501-6292 

羽島市竹鼻町 55 

 

TEL 058-392-1111 

FAX 058-394-1240 

各務原市 福祉総務課 

〒504-8555 

各務原市那加桜町 1-69 

 

TEL 058-383-1111 

FAX 058-383-6365 

山県市 福祉課 

〒501-2192 

山県市高木 1000 番地 1 

 

TEL 0581-22-6837 

FAX 0581-22-6850 

瑞穂市 地域福祉高齢課 

〒501-0222 

瑞穂市別府 1288 

総合センター内 

TEL 058-327-4126 

FAX 058-327-4143 

本巣市 福祉敬愛課 

〒501-0494 

本巣市下真桑 1000 番地 

 

TEL 058-323-1141 

FAX 058-323-1144 

岐南町 福祉課 

〒501-6197 

羽島郡岐南町八剣 7丁目 107 番地 

 

TEL 058-247-1331 

FAX 058-247-1488 

笠松町 総務課 

〒501-6181 

羽島郡笠松町司町 1番地 

 

TEL 058-388-1111 

FAX 058-387-5816 

北方町 福祉健康課 

〒501-0492 

本巣郡北方町長谷川 1 丁目 1 番地 

 

TEL 058-323-1119 

FAX 058-323-2114 

大垣市 社会福祉課 

〒503-8601 

大垣市丸の内 2 丁目 29 番地 

 

TEL 0584-81-4111 

FAX 0584-81-5500 

海津市 社会福祉課 

〒503-0695 

海津市海津町高須 515 

 

TEL 0584-53-1111 

FAX 0584-53-1569 

養老町 健康福祉課 

〒503-1392 

養老郡養老町高田 798 番地 

 

TEL 0584-32-1105 

FAX 0584-32-2686 

垂井町 健康福祉課 

〒503-2193 

不破郡垂井町 1532-1 

 

TEL 0584-22-1151 

FAX 0584-22-5180 

関ヶ原町 総務課 

〒503-1592 

不破郡関ヶ原町大字関ヶ原 894-58 

 

TEL 0584-43-1111 

FAX 0584-43-3122 

神戸町 健康福祉課 

〒503-2392 

安八郡神戸町大字神戸 1111 番地 

 

TEL 0584-27-3111 

FAX 0584-27-8443 

輪之内町 福祉課 

〒503-0292 

安八郡輪之内町四郷 2530-1 

 

TEL 0584-69-3111 

FAX 0584-69-3119 
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安八町 福祉課 

〒503-0198 

安八郡安八町氷取 161 番地 

 

TEL 0584-64-3111 

FAX 0584-64-5014 

揖斐川町 福祉課 

〒501-0692 

揖斐郡揖斐川町三輪 133 番地 

 

TEL 0585-22-2111 

FAX 0585-22-4496 

大野町 福祉課 

〒501-0592 

揖斐郡大野町大字大野 80 番地 

 

TEL 0585-34-1111 

FAX 0585-34-3526 

池田町 健康福祉課 

〒503-2492 

揖斐郡池田町六之井 1468 番地の 1 

 

TEL 0585-45-3111 

FAX 0585-45-8314 

関市 福祉政策課 

〒501-3894 

関市若草通 3丁目 1番地 

 

TEL 0575-22-3131 

FAX 0575-23-7748 

美濃市 健康福祉課 

〒501-3792 

美濃市 1350 番地 

 

TEL 0575-33-1122 

FAX 0575-35-1997 

郡上市 社会福祉課 

〒501-4297 

郡上市八幡町島谷 228 番地 

 

TEL 0575-67-1121 

FAX 0575-67-0604 

美濃加茂市 福祉課 

〒505-8606 

美濃加茂市太田町 3431 番地 1 

 

TEL 0574-25-2111 

FAX 0574-24-0290 

可児市 高齢福祉課 

〒509-0292 

可児市広見一丁目 1番地 

 

TEL 0574-62-1111 

FAX 0574-60-4616 

坂祝町 福祉課 

〒505-8501 

加茂郡坂祝町取組 46-18 

 

TEL 0574-26-7111 

FAX 0574-27-1808 

富加町 福祉保健課 

〒501-3392 

加茂郡富加町滝田 1511 

 

TEL 0574-54-2111 

FAX 0574-54-2461 

川辺町 総務課 

〒509-0393 

加茂郡川辺町中川辺 1518-4 

 

TEL 0574-53-2511 

FAX 0574-53-2374 

七宗町 住民課 

〒509-0492 

加茂郡七宗町上麻生 2442 番地 3 

 

TEL 0574-48-1112 

FAX 0574-48-2239 

八百津町 総務課 

〒505-0392 

加茂郡八百津町八百津 3903 番地 2 

 

TEL 0574-43-2111 

FAX 0574-43-0969 

白川町 保健福祉課 

〒509-1105 

加茂郡白川町河岐 1645-1 

 

TEL 0574-72-2317 

FAX    － 

東白川村 国保診療所 

〒509-1392 

加茂郡東白川村神土 692-2 

 

TEL 0574-78-3111 

FAX 0574-78-2028 

御嵩町 総務防災課 

〒505-0192 

可児郡御嵩町御嵩 1239 番地 1 

 

TEL 0574-67-2111 

FAX 0574-67-1999 

多治見市 福祉課 

〒507-8787 

多治見市音羽町 1丁目 233 番地 

駅北庁舎 

TEL 0572-22-1111 

FAX 0572-24-1621 
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瑞浪市 社会福祉課 

〒509-6195 

瑞浪市上平町 1 丁目 1 番地 

 

TEL 0572-68-2111 

FAX 0572-68-0294 

土岐市 福祉課 

〒509-5192 

土岐市土岐津町土岐口 2101 番地 

 

TEL 0572-54-1111 

FAX 0572-54-3329 

中津川市 高齢支援課 

〒508-8501 

中津川市かやの木町 2-5 

中津川市健康福祉会館 

TEL 0573-66-1111 

FAX 0573-66-0058 

恵那市 社会福祉課 

〒509-7292 

恵那市長島町正家一丁目 1番地 1 

 

TEL 0573-26-2111 

FAX 0573-25-7294 

高山市 福祉課 

〒506-8555 

高山市花岡町 2 丁目 18 番地 

 

TEL 0577-32-3333 

FAX 0577-35-3165 

飛騨市 危機管理課 

〒509-4292 

飛騨市古川町本町 2-22 

 

TEL 0577-73-2111 

FAX 0577-73-6373 

下呂市 社会福祉課 

〒509-2517 

下呂市萩原町萩原 1166 番地 8 

星雲会館内 

TEL 0576-52-3936 

FAX 0576-52-3915 

白川村 村民課 

〒501-5692 

大野郡白川村鳩谷 517 

 

TEL 05769-6-1311 

FAX 05769-6-1709 
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■県内市町村社会福祉協議会一覧 

名 称 住 所 電話・FAX 番号 

岐阜市社会福祉協議会 

〒500-8309 

岐阜市都通 2丁目 2番地 

 

TEL 058-255-5511 

FAX 058-255-5512 

羽島市社会福祉協議会 

〒501-6255 

羽島市福寿町浅平 3丁目 25 番地 

羽島市福祉ふれあい会館内 

TEL 058-391-0631 

FAX 058-391-0632 

各務原市社会福祉協議会 

〒504-0912 

各務原市那加桜町 2丁目 163 番地 

総合福祉会館 2 階 

TEL 058-383-7610 

FAX 058-382-3233 

山県市社会福祉協議会 

〒501-2259 

山県市岩佐 1177 番地 1 

美山老人福祉センター 

TEL 0581-52-3010 

FAX 0581-52-2941 

瑞穂市社会福祉協議会 

〒501-0222 

瑞穂市別府 1283 番地 

 

TEL 058-327-8610 

FAX 058-327-5323 

本巣市社会福祉協議会 

〒501-0466 

本巣市下真桑 1199 番地 1 

真正老人福祉センター内 

TEL 058-324-8989 

FAX 058-320-3985 

岐南町社会福祉協議会 

〒501-6004 

羽島郡岐南町野中 8-75 

岐南町総合健康福祉センター内 

TEL 058-240-2100 

FAX 058-240-2235 

笠松町社会福祉協議会 

〒501-6063 

羽島郡笠松町長池 408-1 

笠松町福祉健康センター内 

TEL 058-387-5332 

FAX 058-387-5134 

北方町社会福祉協議会 

〒501-0431 

本巣郡北方町北方 1345 番地の 2 

北方町老人福祉センター内 

TEL 058-324-6550 

FAX 058-323-3114 

大垣市社会福祉協議会 

〒503-0922 

大垣市馬場町 124 

市総合福祉会館内 

TEL 0584-78-8181 

FAX 0584-75-3108 

海津市社会福祉協議会 

〒503-0411 

海津市南濃町駒野 827 番地 1 

南濃総合福祉会館「ゆとりの森」 

TEL 0584-55-2300 

FAX 0584-55-1990 

養老町社会福祉協議会 

〒503-1314 

養老郡養老町高田 79-2 

老人福祉センター内 

TEL 0584-34-3504 

FAX 0584-34-0066 

垂井町社会福祉協議会 

〒503-2121 

不破郡垂井町 1305 番地の 2 

垂井町福祉会館内 

TEL 0584-23-3335 

FAX 0584-22-2714 

関ヶ原町社会福祉協議会 

〒503-1501 

不破郡関ヶ原町大字関ヶ原 2490-29 

国保関ヶ原診療所北棟 

TEL 0584-43-2943 

FAX 0584-43-2180 

神戸町社会福祉協議会 

〒503-2324 

安八郡神戸町大字八条 258 番地の 2 

 

TEL 0584-28-0223 

FAX 0584-28-1022 

輪之内町社会福祉協議会 

〒503-0204 

安八郡輪之内町四郷 2537 番地の 1 

保健福祉センター内 

TEL 0584-69-4433 

FAX 0584-69-5156 
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安八町社会福祉協議会 

〒503-0115 

安八郡安八町南今ケ渕 400 

安八町中央公民館 2階 

TEL 0584-47-7704 

FAX 0584-64-5775 

揖斐川町社会福祉協議会 

〒501-1314 

揖斐郡揖斐川町谷汲名礼 265 番地 43 

谷汲文化会館内 

TEL 0585-56-3700 

FAX 0585-56-0078 

大野町社会福祉協議会 

〒501-0592 

揖斐郡大野町大字大野 80 番地 

大野町福祉センター内 

TEL 0585-34-2130 

FAX 0585-34-2570 

池田町社会福祉協議会 

〒503-2417 

揖斐郡池田町本郷 1628 番地の 2 

福祉センター内 

TEL 0585-45-8123 

FAX 0585-45-9604 

関市社会福祉協議会 

〒501-3802 

関市若草通 2丁目 1番地 

関市総合福祉会館内 

TEL 0575-22-0372 

FAX 0575-23-6863 

美濃市社会福祉協議会 

〒501-3743 

美濃市 95 番地 2 

市福祉会館内 

TEL 0575-35-2355 

FAX 0575-35-1935 

郡上市社会福祉協議会 

〒501-4607 

郡上市大和町徳永 585 番地 

郡上市役所大和庁舎内 

TEL 0575-88-9988 

FAX 0575-88-3315 

美濃加茂市社会福祉協議会 

〒505-0031 

美濃加茂市新池町三丁目 4番 1 号 

総合福祉会館内 

TEL 0574-28-6111 

FAX 0574-28-6110 

可児市社会福祉協議会 

〒509-0207 

可児市今渡 682 番地 1 

可児市福祉センター 

TEL 0574-62-1555 

FAX 0574-62-5342 

坂祝町社会福祉協議会 

〒505-0071 

加茂郡坂祝町黒岩 153 番地 1 

総合福祉会館サンライフさかほぎ内 

TEL 0574-27-1222 

FAX 0574-26-8974 

富加町社会福祉協議会 

〒501-3305 

加茂郡富加町滝田 1381 番地の 1 

富加町児童センター内 

TEL 0574-54-1312 

FAX 0574-55-0068 

川辺町社会福祉協議会 

〒509-0303 

加茂郡川辺町石神 128 番地 

やすらぎの家内 

TEL 0574-53-2121 

FAX 0574-53-6162 

七宗町社会福祉協議会 

〒509-0511 

加茂郡七宗町神渕 10327-1 

 

TEL 0574-46-1294 

FAX 0574-46-0007 

八百津町社会福祉協議会 

〒505-0301 

加茂郡八百津町八百津 3836 番地 3 

 

TEL 0574-43-4462 

FAX 0574-43-2199 

白川町社会福祉協議会 

〒509-1113 

加茂郡白川町三川 2065 番地 2 

 

TEL 0574-72-2327 

FAX 0574-72-2817 

東白川村社会福祉協議会 

〒509-1302 

加茂郡東白川村神土 697-1 

 

TEL 0574-78-2059 

FAX 0574-78-2059 

御嵩町社会福祉協議会 

〒505-0116 

可児郡御嵩町御嵩 1239 番地 10 

御嵩町役場分庁舎希らり館内 

TEL 0574-67-6710 

FAX 0574-67-8102 

多治見市社会福祉協議会 

〒507-0041 

多治見市太平町 2-39-1 

多治見市総合福祉センター内 

TEL 0572-25-1131 

FAX 0572-25-1132 
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瑞浪市社会福祉協議会 

〒501-0222 

瑞穂市別府 1283 番地 

 

TEL 058-327-8610 

FAX 058-327-5323 

土岐市社会福祉協議会 

〒509-5202 

土岐市下石町 1060 番地 

総合福祉センター・ウエルフェア土岐内 

TEL 0572-57-6661 

FAX 0572-57-4611 

中津川市社会福祉協議会 

〒508-0045 

中津川市かやの木町 2 番 5号 

 

TEL 0573-66-1111 

FAX 0573-66-1934 

恵那市社会福祉協議会 

〒509-7201 

恵那市大井町 727-11 

恵那市福祉センター内 

TEL 0573-26-5221 

FAX 0573-26-5222 

高山市社会福祉協議会 

〒506-0053 

高山市昭和町２丁目２２４番地 

総合福祉センター内 

TEL 0577-35-0294 

FAX 0577-34-6736 

飛騨市社会福祉協議会 

〒509-4221 

飛騨市古川町若宮二丁目 1番 66 号 

古川町総合会館内 

TEL 0577-73-3214 

FAX 0577-73-0711 

下呂市社会福祉協議会 

〒509-2517 

下呂市萩原町萩原 875 番地 2 

 

TEL 0576-52-4884 

FAX 0576-52-3423 

白川村社会福祉協議会 

〒501-5692 

大野郡白川村鳩谷 517 

白川村役場 村民課内 

TEL 05769-6-1311 

FAX 05769-6-1709 
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■用語集 

◆出典：「防災における行政の NPO・ボランティア等との連携・協働ガイドブック 

（平成３０年４月 内閣府防災担当）」 

 

＜災害ボランティアセンター＞                                     

災害ボランティアセンター（災害 VC）は、近隣住民の助け合いだけでは対応できない規

模の災害時に開設され、ボランティアの力を借りて被災者支援や復旧・復興に向けた地域

支援を行うための組織です（主に社会福祉協議会により設置・運営されます。）。 

「被災者中心」「地元主体」「協働」を三原則として運営され、支援 P 等の専門 NPO 等の

協力を得て、行政をはじめとした関係諸機関との連絡・調整、被災者からのニーズの把握

とボランティアの活動のマッチング、資機材の調達、情報発信等、被災者支援活動に関わ

る多くの調整を行います。 

 

＜災害ボランティア＞ 

災害ボランティアは被災地内外から、被災者のために何かしたいという気持ちのもと駆

けつけます。支援活動の内容は様々ですが、ここでは大きく「一般ボランティア（個人・団

体）」「専門ボランティア」「NPO・ボランティア団体」に分けて記載します。いずれも営利を目

的としない自発的な活動です。 

災害対策基本法に規定されている「ボランティア」は、個人・法人を問わず被災者の援

護等のために自発的に防災活動に参加する者全般をいい、実際の被災地支援活動では

それぞれ下記のような活動を行っています。 

 

〇一般ボランティア（個人・団体） 

特別な専門性を持たず、被災者の支援のために駆け付けるボランティアです。主に

災害 VC を経由して、被災者支援活動に当たります。 

NPO・ボランティア団体の活動に個人として参加することもあります。災害対応への経

験値は様々です。 

 

〇専門ボランティア 

看護師、作業療法士、理学療法士、外国語の通訳、弁護士、行政書士など特定の専

門知識・技術を活かして活動しています。士業以外にも、重機の操縦や建築物の応急

危険度判定、土砂災害に関する専門知識を有する者も含まれます。 

個人で活動するケース、士業団体や企業、NPO 等の組織から派遣され災害 VC と連

携した活動を行うケースなど、活動の方法は様々です。業界団体などの組織をベースに

活動している場合には、現場にボランティアとして参加している方だけでなく、ベースとな
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る組織（地方支部等）との調整を行うなど、留意が必要です。 

また、専門性が高い活動に関しては、受入れの是非の判断について、庁内の所管部

局や関係機関（国・都道府県等）との相談が必要な場合もあります。なお、ボランティア

活動には瑕疵により責任が発生することがありますが、特に専門ボランティアの場合に  

はその専門性故に一般ボランティアに比べ高い責任を問われることもあり、留意が必要 

です。 

 

〇NPO・ボランティア団体 

専門性や得意な活動分野を有し、理念と目的をもって社会的課題の解決に継続的に

取り組む組織が NPO・ボランティア団体です。これらの団体には、防災や災害時の活動

を専門とするものとそうでもないものがあります。防災や災害時の活動を専門とする団

体は、過去の活動経験から災害時の支援のノウハウを有しており、行政にとって有益な

連携対象といえます。 

災害時には、防災に関わる NPO だけでなく、「保健・医療」「まちづくり」「子ども・高齢

者の福祉」「障害者支援」など、それぞれの専門性を活かした活動が展開されます。 

災害 VC を通さず独自に活動するケース、災害 VC と連携して相互補完的に活動す

るケースがあります。 

 

＜災害時の「三者連携」のイメージ＞ 

 「行政」「災害ボランティアセンター（社会福祉協議会）」「ＮＰＯ等とそれを支える中間支援

組織」の連携を「三者連携」と総称しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜NPO＞ 

NPO は、ある思い・目的に基づいて集まった人たちが非営利（利益を分配しないことで

あって、従業員等の人件費は支払う）での社会貢献活動を行う市民団体であり、活動資金

は、その思い・目的に賛同する会員の会費、寄付金、また助成金や補助金等によります。

行政 

災害ＶＣ ＮＰＯ等 
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行政が公共サービスを提供する際は、地域住民その他の関係者の合意形成が必要であ

り、サービス提供までに長い時間を必要とします。また、企業が利益の見込めないサービ

スを永続的に提供することは難しいこともあります。この点、NPO は、行政や企業では扱

いにくい社会的なニーズに対する活動を行うことが可能といえます。 

NPO は、こうした特性を活かし、災害時には全国各地から被災地へ駆けつけ、スピード

感と、平時に培った福祉・医療・教育・地域振興・情報通信・ジェンダー等の様々な分野で

の専門的な知見を発揮し、被災者支援に入ります。地元に根付いた NPO もあり、迅速な

被災地での活動が行えるケースもあります。ただし、NPO が災害対応という緊急的な活動

を一定の規模と継続性をもって行うにあたっては、資金協力を含め外部からの支援が必

要となります。 

 

＜NGO＞ 

途上国での難民支援など国際協力分野で活動する団体を NPO とは区別して NGO 

（Non-Governmental Organization（非政府組織））と呼ぶ場合があります。 

東日本大震災のような大規模災害では、NGO も他の NPO 同様に国内の被災者支援に

入りますが、国内での活動経験が少ないために国内災害支援を専門に活動している NPO

等と接点がないことも多く、適切な情報共有・活動調整の場がないと、それぞれの活動が

バラバラに行われ非効率な被災者支援が行われることになりかねません。 

 

＜中間支援組織＞ 

東日本大震災以降、災害時の被災者支援をはじめとして、NPO 等による社会貢献活動

が広がっていくにつれて、これらの活動を支える「中間支援機能」「中間支援組織」が注目

されるようになっています。 

一般に「中間支援組織」とは、「市民、NPO、企業、行政等の間にたって様々な活動を支

援する組織であり、市民等の主体で設立された、NPO等へのコンサルテーションや情報提

供などの支援や資源の仲介、政策提言等を行う組織」と定義されており（平成 23 年内閣

府「新しい公共支援事業の実施に関するガイドライン」）、中間支援組織自らが NPO 等で

ある場合もあります。 

特に災害の被災地では、被災者支援に関わる主体が多様化したことで、その活動の支

援や組織間の調整を行う役割（＝“中間支援機能”）が重要となっています。災害時の被

災者支援活動に関する中間支援としては、主に「活動基盤の整備」と「支援者・団体のコ

ーディネート」の２つの機能が重要です。 

 

〇活動基盤の整備 

NPO・ボランティア等が支援活動を行う上で、資金や資材、その他活動に必要な資源

を調達することが欠かせません。こうした NPO 等の活動基盤の整備のため、各種助成

機関（中央共同募金会、日本財団など）・企業・経済団体等は、「中間支援組織」として、
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社会福祉協議会・災害 VC や NPO・ボランティア団体等に対し、助成金の提供など様々

な形で中間支援を行っています。 

 

○支援者・団体のコーディネート 

災害が発生した後に被災地で活動する団体間の情報共有・活動調整を行う機能。各

団体の活動状況・支援ニーズ・課題等の情報共有を行い、支援の抜け・漏れ・落ち・ムラ

を無くし、総体としての支援活動を最大化することが目的です。 

東日本大震災時には、被災者・避難者への支援活動に携わる団体（NPO、NGO、企

業、ボランティアグループ、被災当事者グループ、避難当事者グループ等）で形成される

全国規模の連絡組織「東日本大震災支援全国ネットワーク（JCN）」が災害支援を目的

に活動する自助的な連絡機能を担っていました。 

近年の災害時には、熊本地震時の「火の国会議」、平成 29 年 7 月九州北部豪雨の

際の「平成 29 年 7 月九州北部豪雨支援者情報共有会議」など、行政・社会福祉協議

会・NPO・ボランティア団体など、支援に関わる多様な主体が集い、それぞれの活動状

況を把握し、支援の課題を共有するための情報共有会議が行われるようになってきまし

た。こうした会議を主催し、それぞれ個別に行われている支援者・団体による活動のコ

ーディネート（情報共有・活動調整）を行って、行政とも連携しながら全体を俯瞰した支援

活動を実施することが企図されています。 

 

＜特定非営利活動法人 全国災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ支援団体ﾈｯﾄﾜｰｸ（JVOAD）＞ 

東日本大震災時に明らかとなったボランティアや支援団体と政府・行政（省庁・都道府

県・市町村）や企業などとのコーディネーションの課題に基づき、災害時の被災者支援活

動が効果的に行われるよう、地域、分野、セクターを超えた関係者同士の「連携の促進」

および「支援環境の整備」を図ることを目的として設立されました。将来の災害に対する脆

弱性を軽減することを目指し、内閣府や全国社会福祉協議会、ボランティア関係団体とと

もに災害時・平時に以下の活動を実施しています。 

 

【災害時】 

・被災者／住民／地域のニーズと支援状況の全体像の把握（支援のギャップの把握） 

・支援団体などへの情報共有と支援団体間のコーディネーション 

・支援を実施するための資金・人材などが効果的に投入されるためのコーディネーション 

・復旧・復興に向けた支援策の提言および支援全般の検証 

【平時】 

・NPO、ボランティアセンターなど市民セクターの連携強化 

・産官民などのセクターを越えた支援者間の連携強化 

・地域との関係構築と連携強化 

・訓練、勉強会、全国フォーラムなどの実施（連携の場づくり） 
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＜災害ボランティア活動支援プロジェクト会議（支援 P）＞ 

災害ボランティア支援プロジェクト会議（支援Ｐ）は、被災地主体のボランティア活動に 

寄与するため、新潟県中越地震の検証作業を契機に、2005 年 1 月に中央共同募金会

に設置されました。 

企業・ＮＰＯ・社協・共同募金会が協働し、災害ボランティア活動のより円滑な支援の実

現に向け、人材、資源・物資、資金の有効活用を促す仕組みづくりの実現など、災害ボラ

ンティア活動の環境整備を目指しています。 

支援 P が強みを発揮するのが災害 VC の運営支援であり、災害時には「人」「もの」

「資金」に関する次のような支援を行っています。 

 

〇 「人」 

現地災害ボランティアセンター、社協の支援のための運営支援者を派遣（支援 P の

委員の他、全社協の講師陣・研修修了生の中から協力を得て実施）。災害 VC 運営の

助言、情報発信支援等が行われています。 

 

〇「もの」 

災害 VC の運営に必要な備品・資機材・ボランティア活動に必要な資機材の迅速な

提供が行われています。提供にあたっては、購入の他、経団連１％クラブや個別企業と

の連携により、企業からの寄贈を受けて実施（調整を支援プロジェクトが行い、現地の

負担を減らす）。 

また、１％クラブを通じて経団連会員に協力要請して提供された物資をパック化し（う

るうるパック）、現地災害ボランティアセンターを通じて、被災者に直接手渡されます。 

 

〇 「資金」 

１％クラブを通じて経団連会員に呼びかけ、ボランティアセンター支援（運営支援者 

経費等）、中長期的な被災地主体の復興プロジェクト経費等への助成のため、企業の

寄付や社員募金の受け入れが実施されています。 
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◆関係法令「災害対策基本法（抜粋）」 

 

（都道府県の責務） 

第四条 都道府県は、基本理念にのっとり、当該都道府県の地域並びに当該都道府県の

住民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、関係機関及び他の地方公共団体

の協力を得て、当該都道府県の地域に係る防災に関する計画を作成し、及び法令に基づ

きこれを実施するとともに、その区域内の市町村及び指定地方公共機関が処理する防災

に関する事務又は業務の実施を助け、かつ、その総合調整を行う責務を有する。 

２ 都道府県の機関は、その所掌事務を遂行するにあたっては、前項に規定する都道府

県の責務が十分に果たされることとなるように、相互に協力しなければならない。 

 

（市町村の責務） 

第五条 市町村は、基本理念にのっとり、基礎的な地方公共団体として、当該市町村の地

域並びに当該市町村の住民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、関係機関

及び他の地方公共団体の協力を得て、当該市町村の地域に係る防災に関する計画を作

成し、及び法令に基づきこれを実施する責務を有する。 

２ 市町村長は、前項の責務を遂行するため、消防機関、水防団その他の組織の整備並

びに当該市町村の区域内の公共的団体その他の防災に関する組織及び自主防災組織

の充実を図るほか、住民の自発的な防災活動の促進を図り、市町村の有する全ての機能

を十分に発揮するように努めなければならない。 

３ 消防機関、水防団その他市町村の機関は、その所掌事務を遂行するにあたっては、

第一項に規定する市町村の責務が十分に果たされることとなるように、相互に協力しなけ

ればならない。 

 

（地方公共団体相互の協力） 

第五条の二 地方公共団体は、第四条第一項及び前条第一項に規定する責務を十分に

果たすため必要があるときは、相互に協力するように努めなければならない。 

 

（国及び地方公共団体とボランティアとの連携） 

第五条の三 国及び地方公共団体は、ボランティアによる防災活動が災害時において果

たす役割の重要性に鑑み、その自主性を尊重しつつ、ボランティアとの連携に努めなけれ

ばならない。 
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◆「防災基本計画」（抜粋） 

 

第２編１章３節３項(2)「防災ボランティア活動の環境整備」 

(2) 防災ボランティア活動の環境整備 

○市町村（都道府県）は，平常時から地域団体，ＮＰＯ等のボランティア団体の活動支援

やリーダーの育成を図るとともに，ボランティア団体と協力して，発災時の防災ボランテ

ィアとの連携について検討するものとする。 

○国〔内閣府，消防庁，文部科学省，厚生労働省等〕及び市町村（都道府県）は，ボランテ

ィアの自主性を尊重しつつ，日本赤十字社，社会福祉協議会，ボランティア団体及びＮ

ＰＯ等との連携を図るとともに，中間支援組織（ボランティア団体・ＮＰＯ等の活動支援や

これらの異なる組織の活動調整を行う組織）を含めた連携体制の構築を図り，災害時

において防災ボランティア活動が円滑に行われるよう，その活動環境の整備を図るもの

とする。その際，平常時の登録，研修制度，災害時における防災ボランティア活動の受

入れや調整を行う体制，防災ボランティア活動の拠点の確保，活動上の安全確保，被

災者ニーズ等の情報提供方策等について整備を推進するものとする。 

 

第２編２章 11 節１項「ボランティアの受入れ」 

１ ボランティアの受入れ 

○国〔内閣府等〕，地方公共団体及び関係団体は，相互に協力し，ボランティアに対する

被災地のニーズの把握に努めるとともに，ボランティアの受付，調整等その受入体制を

確保するよう努めるものとする。ボランティアの受入れに際して，老人介護や外国人と

の会話力等のボランティアの技能等が効果的に活かされるよう配慮するとともに，必要

に応じてボランティアの活動拠点を提供するなど，ボランティアの活動の円滑な実施が

図られるよう支援に努めるものとする。 

○また，地方公共団体は，社会福祉協議会，地元や外部から被災地入りしているＮＰＯ・

ＮＧＯ等のボランティア団体及びＮＰＯ等との連携を図るとともに，中間支援組織（ボラン

ティア団体・ＮＰＯ等の活動支援やこれらの異なる組織の活動調整を行う組織）を含め

た連携体制の構築を図り，情報を共有する場を設置するなどし，被災者のニーズや支

援活動の全体像を把握する。これにより，連携のとれた支援活動を展開するよう努める

とともに，ボランティアを行っている者の生活環境について配慮するものとする。 
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◆「岐阜県地域防災計画」（抜粋） 

 

一般対策計画第２章災害予防 第５節 

「防災ボランティア活動の環境整備」 

１ 方針 

  大規模災害発生時におけるボランティア活動の必要性や重要性から、ボランティア活

動が円滑に行われるようその活動環境の整備を図る必要があり、ボランティアの登録養

成を行い、数の確保と質の向上を図るとともに、活動の調整機能を整備し迅速かつ円滑

な活動を担保する。 

 

３ 実施内容 

（１） ボランティア意識の啓発とボランティア活動に参加しやすい環境づくり 

県及び市町村は、ボランティアの自主性を尊重しつつ、県及び市町村の社会福 

祉協議会、日本赤十字社岐阜県支部並びに各種ボランティア団体との連携の下に、 

住民のボランティア意識の啓発及びボランティア活動に参加しやすい環境づくりを 

行うものとする。 

その際、ボランティアの活動上の安全確保、被災者ニーズ等の情報提供方策等 

について整備を推進するものとする。 

（２） ボランティアの組織化推進 

県及び市町村は、関係団体による連絡協議会の設置等を促進し、ボランティアの 

自主性を尊重した組織化を推進するものとする。 

（３） 災害救援ボランティアの登録 

県及び市町村の社会福祉協議会は、災害救援ボランティアの登録受付を行うも 

のとする。県及び市町村は、県及び市町村の社会福祉協議会が行う、迅速かつ円 

滑な災害救援ボランティア活動を可能にするための受け入れ体制づくりについて、 

指導及び支援を行う。また、ボランティアの登録状況について把握しておくものとす 

る。 

（４） ボランティア活動の推進 

ア ボランティアセンターの設置 

市町村の社会福祉協議会は、それぞれボランティアセンターを設置し、広報啓 

発、福祉教育、養成・研修、受け入れ側との連絡調整等を行い、ボランティア活動 

の推進を図るものとする。 

県、市町村及び岐阜県社会福祉協議会は、ボランティアセンターの設置、運営 

について指導及び支援を行うものとする。 

イ ボランティアコーディネーターの育成 

県及び市町村の社会福祉協議会は、災害時のボランティア活動が円滑かつ効 

果的に行われるようボランティアコーディネーターの育成に努めるものとする。 

県及び市町村は、ボランティアコーディネーターの育成について指導及び支援を 

行うものとする。 
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（５） ボランティア団体のネットワーク化 

県は、災害時に日本赤十字社奉仕団を始め各種ボランティア団体間の連携ある 

行動がとれるよう、岐阜県社会福祉協議会、日本赤十字社岐阜県支部及び各種ボ 

ランティア団体と情報交換会を開催する等団体相互間のネットワーク化を図る。 

（６） ボランティア活動拠点の整備 

県及び市町村の社会福祉協議会は、災害救援ボランティア活動の拠点となる施 

設の確保と必要な情報機器、設備等の整備を図るものとする。 

 

一般対策計画第３章災害応急対策 第３節 

「ボランティア対策」 

１ 方針 

  大規模災害が発生した場合、ボランティア活動への期待が大きくなるが、被災地にお

いて、ボランティア活動が無秩序に行われると現地が混乱する。そのため、ボランティア

に対するニーズを把握するとともに、その活動拠点の提供等環境整備を図り、ボランティ

ア活動が円滑に行われるように努める。 

 

３ 実施内容 

 （１） 県及び市町村の活動 

県は、県社会福祉協議会と連携して、被災地におけるボランティアニーズを把握し、 

必要とするボランティア活動の内容、人数等について報道機関等の協力を得て全国 

へ情報提供し、参加を呼びかける。 

市町村は、活動拠点となる施設の確保と必要な情報機器、設備等の支援を行うと 

ともに、社会福祉協議会、地元や外部から被災地入りしているＮＰＯ・ＮＧＯ等のボラ 

ンティア団体等と、情報を共有する場を設置するなどし、被災者のニーズや支援活動 

の全体像を把握し、連携のとれた支援活動を展開するよう努め、ボランティアを行っ 

ている者の生活環境について配慮するものとする。 

 （２） 日本赤十字社岐阜県支部の活動 

日本赤十字社岐阜県支部は、被害の状況に応じて、支部内に災害対策本部を設 

置するとともに、日本赤十字奉仕団等のボランティアによる救護活動の連絡調整を 

行う。また、必要に応じて報道機関の協力を得て、日赤救援事業を支援するための 

ボランティアの参加を呼びかけるものとする。 

 （３） 県社会福祉協議会の活動 

県社会福祉協議会は、災害のため必要があると認めるときは、県及び市町村と連 

携して、市町村社会福祉協議会が設置する市町村災害ボランティアセンターの支援 

を行う。また、被害が甚大で全国的な災害救援活動の必要があると認めるときは、全 

国社会福祉協議会に対し災害救援のための支援を要請するものとする。 

 （４） 市町村社会福祉協議会の活動 

市町村社会福祉協議会は、災害のため必要があると認めるときは、市町村災害ボ 
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ランティアセンターを設置し、被災地におけるボランティア活動への支援を行うものと 

する。 

 （５） 専門分野のボランティア関係機関の活動 

救出、消火、医療、看護、介護等の専門知識・技術を要するボランティアについて 

は、当該ボランティア活動に関係する団体等が、関係機関と連携を密にし、受入、派 

遣に係る調整等を行うものとする。 
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■参考（災害ボランティアセンター活動写真） 

◆提供：関市社会福祉協議会 

（平成３０年７月豪雨災害における災害ボランティアセンター運営状況） 

 

〇災害ボランティア受付開始前の様子     〇災害ボランティア受付ブース 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇ボランティア保険加入ブース          〇マッチングブース 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇マッチングブース（物品配布等）        〇報告受付所 
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